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経済学の動向と協同組合の位置付け

（小野澤康晴）

海外では経済学の教科書的な書籍において、協

同組合をその意義も含めて中立的な立場から取り

上げているにもかかわらず、わが国の経済学の書

籍では協同組合が論じられる機会は少なく、無理

解・誤解に基づく協同組合批判を生む要因の一つ

になっているとみられる。

内外の経済学の動向と協同組合の扱いを比較す

ると、そういった違いの要因としては、海外では

大きな流れとなっている、「組織や集団の活動と個

人の経済行動の関係性を明らかにしようとする経

済学の系譜」が、わが国ではその重要な意義も含

めてほとんど普及・定着していないことが大きい。

そしてそれは協同組合の認知度の低さにつながる

だけでなく、農協改革やわが国構造改革の方向性

にまで影響を及ぼしていると考えられる。

准組合員に関する制度的論点と課題
（明田　作）

農協が農業者の協同組織であることは、制度的

には決着済みの問題である。

准組合員の増加が農業者たる正組合員の利益に

かなっているか否かは、農協が自主・自立の組織

であることを認める以上、その支配権を握る農業

者たる正組合員が判断すべき問題であって、そも

そも第三者が介入すべき性格の問題ではない。

法制度上、農協がどのような事業を行うかは、

設立者である農業者の任意で、農業関連事業を行

うことさえ必須ではないなか、農協は農業者の協

同組織として、農業所得の増大に努めることが最

大の責務であるとして、制度を論ずるのは、その

前提において誤っている。

立法論としては、積極的な意味で、自主・自立

の協同組織を発展させるための改正が求められる。

2018年の国内経済金融の展望
（南　武志）

2017年もトランプ大統領の誕生、北朝鮮情勢の

緊迫化など、国際政治経済を取り巻く環境は大き

く揺れ動いた。国内政治も一時、政局が不安定と

なった。こうした状況下でも、世界経済は持ち直

し傾向にあり、国内景気もその恩恵を受けて改善

基調を続け、息の長い拡大となっている。

18年度の内外景気を展望しても、特段の景気後

退リスクは見当たらない。日本経済は4年連続で潜

在成長率を上回る経済成長が見込まれ、鈍い賃金・

物価にもプラスの影響を与えるだろう。

日本銀行は現行緩和策を粘り強く継続するとみ

られるが、主要国の中央銀行では既に非伝統的な

金融政策からの転換を図り始めており、政策の方

向性が乖離し始めている。これが世界経済や国際

資金フローなどに与える影響に注意が必要だ。

個人リテール金融の最近の動向と注目点
（内田多喜生）

家計の金融資産は2017年 6月末現在で1,832兆円

と史上最高の水準にある。ただし「貯蓄から投資

へ」の動きはいまだ緩慢で、金融当局は、個人の

長期、積立、分散投資を促す制度の整備を進めて

いる。一方、家計の金融負債は、これまで高かっ

た貸家向けローンや、消費者信用残高の伸びに陰

りがみられる。また、金融機関収支は、量的緩和

やマイナス金利の導入で、資金収支の減少が続く

一方、手数料等役務取引等収益のウエイトは低い

ままである。

日本銀行「金融システムレポート」や金融庁の

「金融行政方針」は、新しいビジネスモデルへの転

換が必要とするが、個人利用者のリスクやコスト

増、利便性低下を招く可能性もあり、「利用者保護」

に配慮した取組みとすることが必要であろう。
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体験型農園の普及にかかるJAグループの

役割と課題
（小田志保）

近年、国が都市農業振興に積極化するなかで、
JAグループは都市農業振興策や自己改革の具体策
として「体験型農園」に取り組んでいる。体験型
農園とは、従来の市民農園に栽培講習などサービ
スが付帯したもので、農業所得向上への貢献や、
地域住民の農業理解の促進が期待されている。
JAグループが体験型農園を普及する際には、利

用効果や所得率の高さなどを、消費者や農業者に
情報発信することや、栽培指導のサポートなどが
重要である。一方、普及の課題は、JAのマンパワ
ー不足や、既存の市民農園・農業体験農園との競
合や収益性の確保に対する不安などが挙げられる。
課題解決には、先進事例から、地元大学など地

域の関係団体との連携、利用者間の助け合いの促
進、JAの総合事業性の発揮が効果的と示唆された。

潮流 　地域金融機関の経営戦略について
情勢判断
（国内）
1　輸出に加え、企業設備投資も国内景気の
牽引役に

2　2017～18年度改訂経済見通し
（ 2次QE後の改訂）

（海外）
1　税制改革の実現で堅調な成長が期待される
米国経済

2　2018年の経済運営の方針も「穏中求進」

分析レポート
1　欧州で再び強まる政治情勢の不安定化懸念
2　県民経済計算でみる地域別の経済動向（2）
3　地方銀行の2017年度中間決算の状況と経営
戦略

海外の話題
学生との交流～ちょっといい話～

2018年 1月号

農業競争力強化に向けた制度改革と
農業政策の課題

（植田展大）

農業の競争力強化を目的とした 8つの法律を近

年の農政改革の歴史的な流れに位置づけ、そのう

えで法律の内容と課題を確認し、今後の農業政策

のあり方にふれる。

2017年の通常国会ではこの 8つの法律が可決・

成立したが、これらの法律には「食料・農業・農

村基本法」（新基本法）以降の農業政策で志向された

農業の多面的機能や多様な担い手、農村振興を重

視する方向性がみられない。

今後も「規制」改革に偏った動きがさらに進む

と見込まれるが、産業政策のみに傾斜することは、

農業経営の育成、食の安定供給の点からも問題が

ある。再度、新基本法の精神に立ち返った政策の

転換が必要である。

米政策の推移
（小針美和）

2018年産以降の米の生産調整は、行政による生

産数量目標等の配分を行わず、生産者や農協等を

中心に需要に応じた生産に取り組むこととされた。

それは米政策改革のもと07年度に取り組まれた施

策と重なるところも多いが、その後の施策見直し

の繰り返しによって施策体系は変化している。

これまでの流れを概観すると、経営の自由度と

いう観点では、米政策改革以前の国による強制感

の強い生産調整から自由度を高める方向で推移し

た。一方で、政策の見直しが繰り返されるなかで、

生産調整の政策的位置づけや今後の方向性が見え

にくくなっている。また、度重なる施策の変更は、

政策が経営に与える影響の大きい稲作経営にとっ

て見通しを立てづらくなり、経営判断を難しくす

ることにも留意が必要である。
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